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本日の内容

1

１．自己紹介

２．東京理科大学（学部・修士）の時代

３．ＩＢＳ入所初期の時代

４．東京理科大学助手の時代

５．ＩＢＳ復帰後の時代
①道路公団民営化での交通需要予測について
②道路の中期計画（道路特定財源の一般財源化）での

交通需要予測について

６．おわりに



自己紹介
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1960年8月 北海道夕張市生まれ
1983年3月 東京理科大学理工学部土木工学科 卒業
1985年3月 東京理科大学大学院 修士課程修了

1985年4月 財団法人計量計画研究所 研究員
1992年4月 東京理科大学理工学部土木工学科 助手
1996年3月 博士（工学） 東京理科大学
1996年4月 財団法人計量計画研究所 室長
2012年4月 東京理科大学理工学部土木工学科 客員教授

2018年4月 一般財団法人計量計画研究所
理事 兼 研究本部長



東京理科大学（学部4年生の時代）
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• 非集計モデルの国内・海外テキスト・論文のレビュー
➢太田勝敏「非集計行動モデルの交通計画への適用に関する研
究(Ⅰ),(Ⅱ)」東大都市工（1980,1981）

➢McFadden, Ben-Akiva, Manheim

• 非集計モデルの導出とモデル理解
➢効用関数（確定項、確率項）？
➢正規分布に対してGumbel分布とは？
➢最尤法、尤度比・的中率…..

原田先生（東大）、屋井先生（東工大）
が非集計モデルを研究

• 東工大から非集計モデルのプログ
ラムを頂いてパラメータ推定
➢FORTRANの理解
➢千歳空港アクセスのモデル構築 ｅｔｃ.

ひたすら勉強とお酒の毎日！



東京理科大学（修士1～2年生の時代）
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• 内山先生が1984年～フィリピン大学へ行くことが決定
• 修士論文は「土地利用交通モデル(CALUTAS)」を行う
ことになり、東大測量研にて研究することになった！

1983年 理大修士課程１年 1984年 理大修士課程2年

東大測量研
の先生方

中村英夫先生 肥田野登先生 宮本和明先生 林良嗣先生



東京理科大学（修士1～2年生の時代）
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• 土地利用交通モデル(CALUTAS：Computer Aided 

Land Use Transportation Analysis System)

• 立地モデルの国内・海外テキスト・
論文のレビュー
➢Lerman, Anas

➢工業立地モデル、住宅立地モデル、商
業立地モデルとは？

➢立地余剰（期待効用-地価）とは？

• 1都3県を対象に東京湾横断道路
(アクアライン)整備による変化を
予測する
➢1km2メッシュ別地価推定のデータ
➢大型計算機を用いた計算 ｅｔｃ.

交通土地利用モデルの全体構成

さらなる勉強と計算作業+お酒の毎日！



東京理科大学（修士1～2年生の時代）
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• 土地利用交通モデル(CALUTAS）を用いた東京湾横断
道路（アクアライン）整備による効果・影響

横浜からの鉄道所要時間
(1990年横断道有)

横浜従業者の期待効用
(1990年横断道有)

新規住宅立地分布
(1975～1990年横断道有)

将来地価分布
(1990年横断道有)



東京理科大学（修士1～2年生の時代）
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• 土地利用交通モデル(CALUTAS）に関する議論
➢CALUTASに関連し、土地利用交通モデルに関する理論的な枠
組が議論

・柏谷増男・安藤朝夫（1989）：住宅立地均衡理論からみた立地余剰配分モデルの考察，
土木学会論文集，No.407，pp.139-144.

・上田孝行（1992）：拡張された立地余剰を用いた一般均衡モデル，土木計画学研究・論
文集，No.10，pp.183-190.

・上田孝行・堤盛人（1999）：わが国における近年の土地利用モデルに関する統合 フ 
レームについて，土木学会論文集No. 625/IV-44, 65-78

・堤盛人（2008）：土地利用モデルとは何だろうか，計画・交通研究会「都市モデル：Urban 
Economic Model」研究会

等

⇒応用都市経済モデル
(CUE：Computable Urban Economic Model)へ

◆ IBSへ入所後、東大測量研卒の上田先生（のちに岐阜大学、東
工大、東大）と知り合い、経済について教えてもらう。

◆後述の林山先生とともに、いつも議論が沸騰



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• ＩＢＳ入所後、実務での非集計モデルの適用性を検討
➢原田先生(東大)、浅野先生(のちに早稲田大学）と出会う

総合都市交通体系調査における非集計行動モデルの適用性
浅野光行, 武政功, 原田昇

建築研究報告 No.116, 1988.3, 建設省建築研究所
•非集計行動モデルを総合都市交通体系調査に適用するためのデータ収
集と加工，モデル推定，モデルを用いた評価等の手順
•非集計行動モデルを実際に適用する場合の計算手順
•非集計行動モデルの総合都市交通体系調査への適用事例を

• 西遠PT調査を駐車場選択を非集計モデルで適用
➢武政功，原田昇，毛利雄一：休日の買物行動における駐車場
選択に関する研究，日本都市計画学会学術研究論文集，
pp.523-528，1987年

◆原田先生は、学位取得後、IBSの研究員として勤め、仙台ＰＴに
おけるNested Logit Modelによる交通需要予測モデルを構築
⇒日本の実務での非集計モデルでの適用は初めて！

⇒一部が交通工学研究会「やさしい非集計」に！



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 1988年から運輸省（運政審）による全国の旅客、貨物の
将来交通需要予測を実施

• 都市間（旅客）の機関分担モデルに非集計モデルを適用
➢森地先生(東工大)、太田先生(東大)、杉山先生(一橋大)、鹿島
先生(中央大）の委員会

• 当時たいへんだったこと
➢都市間の純流動データがなかった（総流動
から純流動へ変換）
※純流動：真の目的地から出発地への移動
（OD）

➢都市間の大規模なアンケート調査を実施
➢アンケート調査から純流動ODに活用し、
交通目的も設定

➢全国の交通機関別LOSデータをNW、時
刻表から作成



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 運輸省（運政審）国内旅客モデル

国内旅客モデルの全体構成

目的別輸送機関別地域間
純流動量予測モデル

（非集計ロジットモデル）



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 運輸省（運政審）国内旅客モデル

輸送機関分担モデル全体の構造



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 運輸省（運政審）国内旅客モデル

業務目的 新幹線、在来線、バス、選択モデルパラメータ推定表



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 運輸省（運政審）国内旅客モデル

ケース別旅客輸送量(人キロ)

経済成長、地域構造、
乗用車保有率、運賃
の代替案別に交通需
要を予測し、最大値、
最小値を示す



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 運輸省（運政審）国内旅客モデル

国内旅客輸送機関別輸送量（人キロ）の実績と見通し



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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•運政審モデルの交通需要予測について
◆パラメータ推定
➢パラメータ推定は、時間をかけて、あらゆる組み合わせを推定
➢何度も推定していくと感が働く
➢需要予測に用いるためには、パラメータの感度が重要！
➢たいへんな事は、推定に用いるデータチェック（LOSがおかしい等）
と選択肢集合

◆ 交通需要予測
➢実績値の現況再現（集計量の50地域間OD交通量をどこまで再現
させるか？）

➢最終的な統計量（全国機関別輸送量（人・人キロ）との整合

◆林山先生（のちに東北大学）が、2年後輩でIBS研究員として入
所し、一緒に運政審モデルに携わる

作業が毎日徹夜、でもお酒も毎日！



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 1989年（平成元年）から、建設省（道路局）自動車の将
来交通需要予測モデルに関する調査研究が始まる

道路整備五箇年計画における道路局モデルの位置づけ

• これまでのトレンドモデルか
らの改良について、研究会
（森地先生(東工大)、山根孟氏

(元建設省)他）で議論
➢モデルの基本的構造、サブモ
デルの改良

➢供給面を考慮した変数の導入
➢他の交通機関と競合関係
➢社会経済情勢等の変化への
対応



ＩＢＳ入所初期の時代（1985年～1992年）
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• 道路整備五箇年計画における将来交通需要予測モデル
（トレンドモデル）



東京理科大学助手の時代（1992年～1996年）
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• IBSから東京理科大学助手へ転職（学位論文に着手）
• 行動モデルについては、以下を対象
➢千葉都市モノレールの事前事後調査（パネルデータ分析）
➢ＲＰ・ＳＰデータを活用した千葉都市モノレールへの適用
➢ＲＰ・ＳＰデータを活用したマニラ首都圏ＬＲＴ２号線への適用

動的側面に着目した都市交通計画手法に関する研究

第１章 都市交通計画の課題と新たな考え方
第２章 動的変化に対応した都市交通計画手法に関する既往研究
第３章 都市活動特性の時系列変化に着目した都市圏交通計画手法
第４章 事前・事後調査を活用した特定交通路（リンク）の計画手法
➢都市モノレール開業・延伸に伴う交通行動分析

第５章 ＲＰ・ＳＰデータを活用した特定交通路（リンク）の計画手法
➢ＲＰ・ＳＰデータを活用した千葉都市モノレールへの適用
➢ＲＰ・ＳＰデータを活用したマニラ首都圏ＬＲＴ２号線への適用

第６章 鉄道駅周辺の駐車場整備計画手法
第７章 動的側面に着目した駅前広場再生計画手法
第８章 結論



東京理科大学助手の時代（1992年～1996年）
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• 千葉都市モノレールの事前事後調査（パネルデータ分析）
➢千葉都市モノレールの開業（第Ⅰ期、第Ⅱ期）に合わせて、事前
事後調査（アンケート調査を実施）

モノレールの路線概要と開業状況

千葉都市モノレール事前・事後調査の経緯

1988年3月開業
（第Ⅰ期）

1991年6月開業
（第Ⅱ期）



東京理科大学助手の時代（1992年～1996年）
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千葉都市モノレール事前・事後調査のモデル推定結果

• 千葉都市モノレールの事前事後調査（パネルデータ分析）
➢パネル分析（モノレール利用・非利用）は有効であったが、パネル
データによるモデル推計の有効性は….



東京理科大学助手の時代（1992年～1996年）
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R P . S Pデータを同時に用いた通勤.通学目的の交通機関選択モデル

• ＲＰ・ＳＰデータを活用した千葉都市モノレールへの適用
➢ＲＰ・ＳＰデータにより、運賃の変数を導入可能などの有効性を確認



東京理科大学助手の時代（1992年～1996年）
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• ＲＰ・ＳＰデータを活用したマニラ首都圏ＬＲＴ２号線への適用
➢マニラ首都圏ＬＲＴ２号線に対するＳＰ調査を実施
➢途上国でのSP調査の有効性を確認

ＲＰ・ＳＰデータを同時に用いた
ＬＲＴ－ジープニィの交通機関選択モデル

ＳＰ調査カードの例



東京理科大学助手の時代（1992年～1996年）
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•助手時代の思い出
◆研究テーマ・対象が決まらず2年間を過ごす
➢学生との研究、仕事、事務作業、いろんなこと（開発途上国、東京

PT調査、駅前広場、CG...）をやった
➢最終的な学位論文は、いろんなことの成果を仕上げて作成

◆ 多くの先生・仲間との出会い
➢多くのことに携わり、多くの先生、実務者の先輩・後輩とお話しでき
る機会が増大（貴重な体験、今でも続く....）

➢また、わからないことは何でも相談し、教えてもらうことができた
•行動モデルはもちろん、経済、交通工学、都市計画、まちづくり
•研究のスタイル（進め方、研究の意味付け（理論/実践、新規性/有効性など）

◆内山先生（東京理科大学）から4年間指導

議論は、研究室だけでなく、お酒とともに居酒屋で！



ＩＢＳ復帰後の時代
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①道路公団民営化での交通需要予測について
2002年～2003年（平成14～15年）
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道路関係四公団民営化推進委員会が設置

2001年（平成13年）に発足した第1次小泉内閣は、聖域なき構造
改革の一環として同年12月19日に特殊法人等整理合理化計画を
閣議決定し、民営化の検討に着手した。

2002年（平成14年）6月7日に成立した道路関係四公団民営化推
進委員会設置法に基づき、同年内閣府に道路関係四公団民営化
推進委員会が設置され、民営化の具体的検討を進めた。

委員には、以下のメンバーが選任された。
・今井敬（日本経済団体連合会名誉会長・新日本製鐵代表取締役会長）
・中村英夫（武蔵工業大学教授）
・松田昌士（東日本旅客鉄道会長）
・田中一昭（拓殖大学政経学部教授・元行政改革委員会事務局長）
・大宅映子（評論家）
・猪瀬直樹（作家）
・川本裕子（マッキンゼー・アンド・カンパニーシニア・エクスパート）
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全国の交通需要推計

各機関で具体の路線毎の
交通需要推計

• 道路計画におけるネットワーク・構造規格の決定
（必要車線数・幾何構造の決定根拠）

• 有料道路の償還計画
（収入の基本となる利用交通量の推計）

• 環境アセスメント
（影響予測の基本となる計画交通量の推計）

• 評価システムでの活用
（Ｂ／Ｃなど個別事業評価の基礎データ）
（アウトカム指標など政策評価の基礎データ）

将来ＯＤ表の作成等

（１）交通需要推計の手順と使途

平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より

道路公団民営化に先立って道路の交通需要を予測
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－高速自動車国道の将来交通量推計手法－

全国将来人口 将来   

全国将来走行台キロ・
保有台数

ブロック別の将来人口 
地域内総生産

ブロック別将来走行台キロ ブロック別自動車保有台数

将来のゾーン別
人口 保有台数

将来の総生成交通量

ゾーン別
将来発生集中交通量

配分交通量

ゾーン間将来  表

将来ネットワーク

分布交通量モデル

発生集中
交通量モデル

現況の  表

配分交通量モデル

全国将来交通需要推計

地域別将来交通需要推計

   高速自動車国道の将来
   交通量および便益の算定

便益の算定
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（２）全国将来交通需要推計モデルの特徴
①全国のマクロ的な将来交通需要である自動車走行台キロを推計
②将来の道路計画に資する２０５０年までの超長期の推計
③将来の社会経済状況の変化に対応した将来交通需要の推計

○乗用車走行台キロの推計は、
以下の視点から免許保有率等を
変数として推計

①高齢化の進行等、人口の変化
を適切に交通需要に反映させる。

②自動車だけを対象とするのでは
なく、人の動き（パーソントリップ）
を基本として交通需要を捉える。 図 旅客の将来交通需要推計フロー

全機関のべ利用人数

乗用車走行台キロ

発生原単位モデル

乗用車分担率モデル

平均利用距離モデル

人口

乗用車のべ利用人数

乗用車のべ利用人キロ

平均輸送人数モデル

免許保有率

乗用車保有台数
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（３）新たな交通需要推計の手法について
◇人の交通需要推計の流れ

地域別　：都市圏別（３大都市、地方中枢都市　等）、土地利用区分別（都市地域、中山間地域　等）
個人属性：性別、年齢別、免許保有非保有別　等
目的別　：通勤、通学、業務、私用　等

交通需要の増加要因と減少要因を反映過去の傾向だけを反映

＜新モデルにおける推計の流れ＞

全交通機関
のべ利用人数

乗用車のべ利用人キロ

乗用車走行台キロ

地域別、個人属性別、
目的別

１人当たりトリップ数

地域別、目的別
乗用車分担率

（自動車/（自動車+バス+鉄道+航空））

地域別、目的別
１人当たり平均利用距離

地域別、目的別
１台当たり平均輸送人数

地域別、個人属性別、目的別
の詳細な１人当たりトリップ数
を設定

乗用車保有率等の様々な説
明要因を取り込み地域別、目
的別に推計

所得や道路整備量等を説明要
因とし地域別、目的別に推計

将来人口
（地域別、個人属性別）

世帯当たり保有台数を説明要
因とし地域別、目的別に推計

全交通機関
のべ利用人数

乗用車のべ利用人数

乗用車のべ利用人キロ

乗用車走行台キロ

１人当たり平均利用距離

乗用車分担率
（自動車/（自動車+バス+鉄道+航空））

１台当たり平均輸送人数

＜現五箇年計画モデルにおける推計の流れ＞

将来人口

１人当たりトリップ数

ト
レ
ン
ド
モ
デ
ル
で
推
計

人口減少、少子・高齢化、
免許保有率の増加、女性
の社会進出等の社会潮流
変化を反映

乗用車保有台数の増加等
を反映

観光レジャー交通の影響
を反映

複数保有の進展を反映

乗用車のべ利用人数

平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より

＜現五箇年計画モデルにおける推計の流れ＞ ＜新モデルにおける推計の流れ＞
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◇物の交通需要推計の流れ

品目別：農林水産品、鉱産品、金属機械、化学工業品等
自営別：自家用貨物車、営業用貨物車別
普通・小型別：普通貨物車、小型貨物車別

※軽貨物車は、積載効率、輸送距離、品目等使われ方が異なるため、
　他の貨物車とは、別途推計を行っている。

交通需要の増加要因と減少要因を反映過去の傾向だけを反映

＜新モデルにおける推計の流れ＞

将来生産額・輸入額

全機関輸送トン数

貨物車輸送トン数

貨物車輸送トンキロ

貨物車走行台キロ

品目別金額当たりの
全機関輸送トン数

品目別貨物車分担率
(貨物車/（貨物車＋鉄道＋海運)）

品目別の将来経済フレーム
（生産額＋輸入額）を設定

自営別、普通・小型別に推計
品目別平均輸送距離

（自営別普通・小型車別）

１台当たり輸送トン数
（最大積載量・積載効率）

積載効率の変化を考慮して、自
営別、普通・小型別に推計

将来ＧＤＰ

＜現五箇年計画モデルにおける推計の流れ＞

ト
レ
ン
ド
モ
デ
ル
で
推
計

将来ＧＤＰ

全機関輸送トン数

貨物車輸送トン数
（小型・普通車別）

貨物車輸送トンキロ
（小型・普通車別）

貨物車走行台キロ
（小型・普通車別）

金額当たりの
全機関輸送トン数

貨物車分担率
（小型・普通車別）

平均輸送距離
（小型・普通車別）

平均輸送トン数
（小型・普通車別）

産業構造の変化を反映

積載効率の低下、貨物車の
大型化を反映

経済成長の変化を反映

品目別に
金額当たりのトン数を推計

品目別に推計

貨物の高付加価値化を反映

産業構造毎の輸送形態の　
変化を反映

平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より

＜現五箇年計画モデルにおける推計の流れ＞ ＜新モデルにおける推計の流れ＞
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平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より

(４)将来のＧＤＰ、人口等の設定
◇将来のＧＤＰの設定
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◇将来の人口の設定

・人口は過去一貫して増加してきたが、近年増加傾向は緩やか。２００６年にピークを
迎える見通し。

・２０３０年に、高齢者は３割を越え、生産年齢人口は６割を割り、子供は１割となる。

実績値 1999

2000 国勢調査

推計値 2000～2050

実績値（推計人口、総務省統計局）

国立社会保障・人口問題研究所(2002年１月推計、中位推計）

124127

127

101

118
109

11%12%
15% 13%

11%11%

17%

33%

23%

30%
28%

36%

68%

64%

60% 59%

56%
54%

80

90

100

110

120

130

140

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

総人口：百万人

実績値 想定値

６５歳以上人口比率

１５歳未満人口比率

総人口

高齢化

少子化

年齢階層構成比

１５～６４歳人口比率

平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より
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15% 15-19 13%
92% 20-24 87%
95% 25-29 95%
94% 30-34 95%
94% 35-39 94%
93% 40-44 93%
92% 45-49 89%
90% 50-54 87%
87% 55-59 81%
82% 60-64 71%
73% 65-69 59%
60% 70- 38%

04,0008,00012,00016,000

男

0 4,000 8,000 12,000 16,000

女

免許保有者数 免許非保有者数 免許保有者数 免許非保有者数

14% 15-19 11%
87% 20-24 78%
90% 25-29 86%
88% 30-34 83%
84% 35-39 77%
81% 40-44 71%
75% 45-49 55%
70% 50-54 43%
63% 55-59 30%
59% 60-64 20%
49% 65-69 10%
26% 70- 2%

04,0008,00012,00016,000

男

0 4,000 8,000 12,000 16,000

女

・免許保有率は、各年齢階層で増加する見通し。特に高齢者や女性で大きく増加する見通し。

２０２０年

１９９９年

性・年齢階層別免許保有非保有別人口の見通し

◇免許保有者の増加

約２,８００

１人当たり
年間自動車利用距離

約７,６００

１人当たり
年間自動車利用距離

約２,９００

約４,６００

１人当たり

年間自動車利用距
離

約８,８００

１人当たり
年間自動車利用距離

約３,８００

約１,４００

約２,５００

（千人）

（千人）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

16-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

1990

1999

2020

免許保有率(男性)

年齢
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80%

100%

16-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-

1990

1999

2020

免許保有率(女性)

年齢

平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より
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全  車

貨物車類

乗用車類

10万台

（1.11）
（1.17） （1.17）

（1.12）
（1.08）

（1.17）

（1.28） （1.30）
（1.25）

（1.19）

（0.93) （0.88) （0.84) （0.80) （0.79)

（５）推計結果
◇自動車保有台数の見通し

（ ）内の数値は２０００年比率

・貨物車は一貫して減少し、乗用車は２０３０年頃にピークを迎え、その後減少に転じ
る見通し。

平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より
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◇自動車交通需要の見通し

（ ）内の数値は２０００年比率

・高度経済成長とともにモータリゼーションが大きく進展したが、近年は景気後退な
どの要因もあり自動車走行台キロの増加は相対的に鈍化。

・今後は経済の低成長化、高齢化などが自動車交通需要に影響。
・これらを考慮すると、全車で走行台キロは２０３０年前後でピークを迎える見通し。

655660
645 630
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225237261 251 247
220
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走行台キロ(１０億台キロ/年)

全車

乗用車

貨物車

（1.09）

（1.15） （1.16）
（1.13）

（1.10）

（1.16）

（1.25）
（1.28） （1.27）

（1.22）

（0.95） （0.91） （0.86）
（0.84）

（0.96）

今回の推計値

現五箇年計画推計値

実績値

平成１４年６月２４日 国土交通省第８回基本政策部会資料より
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○平成１４年７月１日 第３回民営化委員会
将来交通需要推計結果を提出した。

○平成１４年７月３日
交通需要推計検討資料及びバックデータを提出した。

○平成１４年１０月２９日 第２６回民営化委員会
①免許保有率について、25～29歳の上限を外生的に95％と設定していたものを、新し

いデータをもとに推計し、88％とした。
②この免許保有率の再推計に基づいて、将来交通需要推計を修正した。

○平成１４年１１月８日 第２９回民営化委員会
①免許保有率の推計基準について、新しいデータの追加により、これまでの1990年基

準から2000年基準に修正した。
②就業者数について、トレンドモデルによる推計を行っていたが、ＧＤＰの想定に用い

られた労働力人口と就業者数の整合を図り設定した。
③上記の①、②の修正に基づいて、将来交通需要推計を修正した。

○平成１４年１１月２８～３０日
交通需要推計に関する第三者チェックが実施された。

○平成１４年１２月６日 第３５回民営化委員会
第三者による「将来交通需要推計」検討結果報告書が民営化委員会に提出された。

（６）民営化委員会での検討経緯
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－免許保有率の推計方法－

（１）２５～２９歳の階層については、将来の各年ごとの免許保有率を
成長率曲線によって推計する。
（モータリゼーションの成熟とともに推移する）

（２）３０～６９歳の階層については、現在の免許保有率のまま、将来の年次（ｔ年）
に推移。

仮定：非保有者は新たな取得はせず、また、一度取得した免許は手放さない

年齢階層 免許保有率

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

・
・
・

2000年 2005年

図 免許保有率推計のイメージ

20～24歳

16～19歳

86%

85%

83%

81%

・
・
・

78%

18%

免許保有率

87%

86%

85%

83%

・
・
・

79%

18%

免許保有率

88%

87%

86%

85%

・
・
・

80%

19%

81%74% 83%

25～29歳の
伸び率で推計

25～29歳の
伸び率で推計

45～50歳

RateMAX＝88%

に近づく

2010年

成長率曲線
により推計

成長率曲線
により推計

参考．民営化委員会での交通需要推計に関する指摘と修正
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（１）成長率曲線とは？
人口の増加モデルとして研究されてきた関数であり、

例えば、新製品の普及率等でも用いられてきた。

＜推計に用いた免許保有率モデル＞

（２）成長率曲線における上限値（RateMAX）の決め方は？
①先決的に上限値を与える方法
・理論上は上限値1.00であるが、体が不自由な人、免許保有の困難な人等が存在

→国土交通省推計では、0.95と設定していた。

②統計的にパラメータとして推定する方法
・一定期間のデータが存在する場合は、α、β、 RateMAX をパラメータとして推定

することが望ましい
→最新のデータが入手され、 RateMAX をパラメータとして推定した結果、0.88と推

定され、設定した0.95と乖離していることが判明

t ：西暦年

－免許保有率推計での成長率曲線の適用－

))exp(1( t

Rate
G MAX

i
+

=



iG

：ｎ年における免許保有率

MAXRate , ：パラメータ 0%
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図 成長率曲線とRateMAX

→この方法に修正
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－免許保有率の実績の推移－

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1980 1985 1990 1995 2000 2005

年

免
許
保
有
率

新たに追加されたデータ
（1994～2001年）

２５～２９歳男性

２５～２９歳女性

これまでのモデルに用いたデータ
（1980～1993年）

図 25歳～29歳の免許保有率の推移（男女別） 

今般、警察庁から、 性別、年齢別、免許種類別の免許保有者数データを
提供いただいた。

免許保有率モデルにおいて成長率曲線で将来値を推計している25歳～
29歳の免許保有率は、男女とも、近年横ばいの傾向で推移している。 
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－最新データを用いた免許保有率モデルの再検討－

表 パラメータ推定結果

１９９４～２００１年の最新データを追加し、 １９８０～２００１年のデータを用いて、
２５～２９歳の免許保有率モデルを再検討した。モデルは、以下に示す成長率曲線
とし、RateMAX、α、βをそれぞれパラメータとして、最尤法により推定した。

①モデルの考え方 

))exp(1( n

Rate
G MAX

i
+

=




 RateMAX の推定結果は、男性、女性とも概ね０．８８と推定される。

②パラメータ推定結果 

iG


：ｎ年における免許保有率

n ：西暦年

MAXRate , ：パラメータ

 RateMAX α β R2 

男性 0.88280 4.00066×10213 -0.24943 0.968 

女性 0.87824 7.38588×10185 -0.21618 0.998 
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図 ２５～２９歳男性の免許保有率 実績値と推計値 

図 ２５～２９歳女性の免許保有率 実績値と推計値 
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ー民営化委員会の指摘に対応した修正内容ー

①免許保有率

②就業者数
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失業率

労働力人口

就業者数

失業率

【標準ケース】
・免許保有率の上限

９５％
・モデル推定データ

1980年～1993年
・推計基準年

1990年

【10月29日提出】
・免許保有率の上限

８８％
・モデル推定データ：

1980年～2001年
・推計基準年：

1990年

【11月８日提出】
・免許保有率の上限

８８％
・モデル推定データ：

1980年～2001年
・推計基準年：

2000年

【10月29日提出】
・「人口当たり就業者数」をトレンドモデルで推計していたため、
2040年、2050年で失業率がマイナスとなっていた。

【11月８日提出】
・2020年までは「人口当たり就業者数」のトレンドモデルの推計
値を用い、2030年、2040年、2050年以降は、失業率を3.5％、
3.0％、2.5％と想定して就業者数を推計し直した。

2000年 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
失業率 4.7% 4.4% 4.1% 3.5% 3.0% 2.5%

【平成１４年１１月８日 国土交通省ヒアリング資料より 】
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○ 「はじめ」の文書より抜粋
～略
東京湾アクアライン、本州と四国を結ぶ3本の橋、その通行料金は
常軌を逸しているが、それだけではなく多くの不採算路線の建設は
いずれも密室で作成された非科学的で無責任な需要予測と高コス
トの建設費がもたらした。

○ 7 「今後の道路建設について 」より抜粋
～略
(3) 将来交通需要推計について 

本委員会の調査等により、国土交通省が作成している将来
交通需要推計について一部不適切な部分があったことが判明
した。当該推計は、長期にわたる予測を行うものであり、今後
は、最新のデータ、知見、科学的な根拠等に基づき、社会経済
動向等の変化に対応して逐次見直しを行い、より信頼性や精
度の高いものとする必要がある。 

－民営化委員会「最終意見書2003年（平成14年）12月」
における交通需要推計について－
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高速国道の整備計画区間（9,342km）について、従来は全て有料道路として建設予
定だった国土開発幹線自動車道の整備計画区間1万1,520kmのうち未供用区間（約
2,000km）の事業方法等を見直し、「新直轄方式に切り替える道路」と「有料道路事
業のまま継続する道路」に分け、両方に「抜本的見直し区間」を設定することとした。

－国土開発幹線自動車建設会議ー
2003年（平成15年）12月



ＩＢＳ復帰後の時代
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②道路の中期計画(道路特定財源の一般財源化)
での交通需要予測について
2007年～2009年（平成19～21年）



小泉総理大臣指示（2005年（平成17年）11月4日）

・道路特定財源の見直しについて一般財源化、税率は引き下げない、これを前提として、基本方針を取りまとめ

道路特定財源の見直しに関する具体策（2006年（平成18年)12月8日閣議決定）

・一般財源化を前提とした国の道路特定財源について現在の仕組みを改めることなどの内容

道路特定財源の見直しに関する基本方針（2005年（平成17年） 12月9日政府・与党）

・暫定税率による上乗せ分を含め現行の税率水準を維持することや、特定財源制度については、一般財源化を図る
ことを前提とし、具体案を得ることなど

・第164回国会において、道路特定財源の見直しに関する基本方針の内容を法文化した行政改革推進法が成立

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（2006年（平成18年）6月2日公布）

道路特定財源の見直しについて（2007年（平成19年)12月7日政府・与党）

・道路特定財源の見直し、税率水準の維持などの内容

道路特定財源に関する基本方針（2008年（平成20年)5月13日閣議決定）

・道路特定財源制度は今年の税制抜本改革時に廃止し21年度から一般財源化することなどの内容

道路特定財源の一般財源化等について（2008年（平成20年)12月8日政府・与党）

・道路特定財源制度の廃止、一般財源化に伴う関係税制の税率のあり方などの内容

道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律等の一部を改正する法律
（2009年（平成21年)4月30日公布）

・第171回国会において、揮発油税等の歳入を道路整備に使うという義務づけをやめるなどの内容の法案が成立

道路特定財源の一般財源化に関する動き



平成20年度以降10年間 ①～④の措置

②10年間の道路整備事業の量

③国庫補助負担率のかさ上げ
※ 高規格幹線道路（2/3→7/10）

※ 地域高規格道路（5/10→5.5/10）

④地方道路整備臨時交付金
・揮発油税収の1/4を限度

・道路整備勘定に直入

⑤地方道路整備臨時貸付金
・国直轄事業の地方負担金、補助事業の地方負担分等に対する

  無利子貸付制度

②地方道路整備臨時貸付金
・国直轄事業の地方負担金、補助事業の地方負担分等に対する

  無利子貸付制度

①国庫補助負担率のかさ上げ
※ 高規格幹線道路（2/3→7/10）

※ 地域高規格道路（5/10→5.5/10）

維持

維持

削除

【現行】 【改正案】

①揮発油税等の税収の道路整備への充当
・毎年度、揮発油税等の税収を道路整備費に充当

１．道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の一部改正

２．その他
 ・揮発油税収の道路整備勘定への直入を廃止する等所要の規定を整備

道路整備費の財源の特例措置に関し、毎年度、揮発油税等の収入額の予算額等に相当する金額を原則として
道路整備費に充当する措置を平成２１年度から廃止する等の措置を講ずる。

⑥高速道路の有効活用・機能強化
・料金の引下げ等を行う高速道路利便増進事業の実施

維持
③高速道路の有効活用・機能強化
・料金の引下げ等を行う高速道路利便増進事業の実施

削除

道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律等の一部を改正する法律案

2009年（平成21年）4月22日成立



道路の中期計画に関する経緯

2007年（平成19年）

2008年（平成20年）
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道路の中期計画（素案）の構成
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道路の中期計画（素案）-高規格幹線道路の点検-
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道路の中期計画（素案）-高規格幹線道路の点検-



道路の中期計画に関する経緯
2007年（平成19年）

2008年（平成20年）
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「道路の将来交通需要推計に関する検討会」開始
2008年（平成20年）4月17日

8回の検討会の議論を経て、2008年（平成20年）11月21日に報
告書をとりまとめ、公表した。



○ 過去の推計では、オイルショック、バブル経済等予期できないような社会経済情勢の変化がある場合
は実績値と大きな乖離。

出典）実績値：自動車輸送統計調査

過去の交通需要推計結果と実績

民営化時
の推計値

2002年以降
自動車走行台キロは減少



全国交通量（走行台キロ）の実績値と推計値
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交通需要推計について



道路の中期計画に関する経緯
2007年（平成19年）

2008年（平成20年）
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新たな中期計画の基本方針
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新たな中期計画の重点化のイメージ
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無駄の徹底した排除



おわりに

62

➢ IBS復帰後の2000年以降は、交通量配分(均衡配分)、
費用便益分析はじめとする事業評価等にも携わる

➢ 研究・実務それぞれについて、IBS、大学の先生、
実務者(行政・民間)の皆さんに助けられて、何とか
乗り切ってきた！

➢ 交通需要予測の経験から学んだこと
• 説明責任（accountability）をどのように対応するか？
• 客観的な判断力と柔軟な思考力（そのための知識と経験）

➢ 行動モデルを研究するにあたって
• 理論に加えて、研究成果が何に役立つかも重要
• 研究を面白くするためには、多くの仲間との議論が必要

⇒同世代・同テーマだけでなく、世代やテーマ(分野も)を越え
た議論(ex.理論vs実践）
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ご清聴、ありがとうございました。

ymohri@ibs.or.jp
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